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Ⅰ 一般会計決算 

 

１ 決算の概要 
歳入では、県税等が５４４億円の増となる一方、中小企業制度資金貸付金償還金が  

４８９億円の減、国庫支出金が４２４億円の減、地方交付税等が１１５億円の減、基金

繰入金が７３億円の減となったこと等から、総額では前年度を６５７億円下回った。 

歳出では、社会保障関係費が１４２億円の増、税交付金が８５億円の増、人件費が  

５１億円の増となる一方、中小企業制度資金貸付金が４８９億円の減、公共施設整備基

金など基金積立金が３５５億円の減、投資的経費が１０９億円の減となったこと等から、

総額では前年度を６７９億円下回った。 

歳入歳出の差額に翌年度繰越財源を控除した実質収支は、前年度より７３百万円増と

なる７億９１百万円の黒字、実質単年度収支は、１４百万円の増となる４億３４百万円

の黒字となった。 

実質収支、実質単年度収支とも黒字を確保したが、財源不足対策として、第３次行革

プラン財政フレームの範囲内で、退職手当債、行革推進債を発行するとともに、県債管

理基金を活用しており、財源不足額は着実に縮減しつつも、引き続き厳しい財政状況に

ある。 

 

 

（１）決算規模 

◇歳入総額 １兆８,９９２億円（前年度比 ▲６５７億円、９６．７％） 
 

◇歳出総額 １兆８,９２６億円（前年度比 ▲６７９億円、９６．５％） 

 

 

（２）決算収支 

◇実質収支       ７億９１百万円の黒字 

 

 

◇実質単年度収支 ４億３４百万円の黒字 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・黒字額は前年度より７３百万円の増加 

・黒字額は前年度より１４百万円の増加 
・７年連続で黒字を確保 
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（決算収支の状況） 

 

（単位：百万円、％） 

H26－H25 H26／H25

▲ 65,663 96.7

▲ 67,921 96.5

2,258 152.5

2,185 161.1

73 110.2

▲ 49 59.8

63 121.1

0 －

298

6,555

財 政 基 金 取 崩 額 Ｈ

73

形 式 収 支 Ｃ =( Ａ - Ｂ )

122

実質単年度収支

（Ｆ＋Ｇ－Ｈ）
103.3434 420 14

361

0

歳 出 総 額 Ｂ

0

4,297

5,764 3,579

H25年度H26年度

718

1,960,5651,892,644

791

1,899,199

区　　　分

歳 入 総 額 Ａ

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ

実 質 収 支 Ｅ =( Ｃ - Ｄ )

単 年 度 収 支 Ｆ

財 政 基 金 積 立 金 Ｇ

1,964,862

 
 

 

 

◇決算収支の推移 
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0
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（３）主な財政指標（財政運営の目標の状況） 
H26年度
決算
a

H25年度
決算
b

差引

a－b
説             明

① 940 942 ▲2

県債管理基金活用額が前年度から減少す
る一方、公債費の減少や緊急防災・減災
事業債等の活用による県債発行額の増に
より、黒字額は2億円縮小

15.4%
(19.1%)

16.6%
(20.1%)

▲1.2%
(▲1.0%)

借換債平準化対策の影響等による県債管
理基金残高の増により、平成25年度減債
基金残高不足率が低下（H24：25.6％→
H25：8.9％）したことや、算定の分母に
用いる標準財政規模が増加したため、
1.2ポイント減少

15.8%
(19.5%)

16.2%
(19.6%)

▲0.4%
（▲0.1%）

平成26年度（単年度）が15.4%となり、
平成23年度（単年度）16.6%が算定から
外れたことにより、平成24～26年度の
3か年平均では0.4ポイント減少

③ 29,998 30,855 ▲857
県債発行額が1,284億円となった一方、
償還額が2,141億円となったことで残高
は857億円減少

（普）将来負担比率 333.0% 341.1% ▲8.1%

県債残高や退職手当支給予定額に係る一
般会計負担見込額等が減少したことに加
え、算定の分母に用いる標準財政規模が
増加したため、8.1ポイント減少

262.3% 268.1% ▲5.8% －

⑤ 168 239 ▲71

平成26年度年間収支の改善に伴い、当初
予算計上額172億円より4億円下回る168
億円の活用となり、前年度から71億円減
少

⑥ 40.0%
8.9%

(34.9%)
＋31.1%
(＋5.1%)

借換債平準化対策により留保した基金
（1,630億円）を活用し、平成26年度の
借換債発行額を縮減したことにより、基
金残高が減少したため、目標は下回って
いるが、前年度から31.1ポイント増加

⑦ 96.0% 97.3% ▲1.3%

社会保障関係費の増や国の要請に基づく
給与減額措置終了等による人件費の増に
より、分子となる経常経費が増加したも
のの、県税など分母となる経常一般財源
が増加したことから、1.3ポイント減少

（普）経常収支比率

県債管理基金積立不足率

県債管理基金活用額

プライマリーバランス
［臨財債、減収補填債75%分を除いた場合］

④

項             目

②

（普）実質公債費比率
      ［単年度］

（普）実質公債費比率
　　  ［３か年平均］

県債残高
［地方財政調査方式］
［臨財債、減収補填債75%分を除いた場合］

［震災関連県債残高を除いた場合］

【健全化判断比率】

【健全化判断比率】

 
※1 ②実質公債費比率、④将来負担比率、⑦経常収支比率は普通会計ベース 
※2 下段の(  )書きは借換債平準化対策の影響を除いた場合 

 

（単位：億円） 



 

 4

（参考）平成２６年度予算の概要 

（１）当初予算 

平成２６年度当初予算は、厳しい財政環境の中で、第３次行革プランにおける基本

方針を踏まえ、行財政全般にわたってゼロベースでの見直しを実施する一方、施策の

重点化を図る「選択と集中」を進めるとともに、「安全で元気なふるさと兵庫」の実現

を目指し、県民ニーズに的確に応えることのできる予算を編成した。    

あわせて、消費税率引上げによる景気の腰折れを回避し、「ひょうごの元気」につな

げるための投資規模を確保するため、平成２５年度２月補正予算（緊急経済対策）に

平成２６年度当初予算をあわせて１４か月予算として、切れ目のない経済対策を一体

的に推進した。 

 

◇一般会計当初予算額 

１兆９，５０２億円（前年度比９９．６％） 
 

体 系 重点施策等 

① 震災の教訓を生かす兵庫 地震・津波対策の推進など防災・減災対策等 

② 安心して暮らせる兵庫 高齢者の暮らしを支える体制整備、出生や子育ての環境整備等 

③ 一人ひとりが活躍する兵庫 若者、女性の雇用・就業支援、高齢者の社会参画の促進等 

④ 産 業 が 躍 進 す る 兵 庫 中小企業の新事業展開支援、農林水産業の競争力強化等 

⑤ 地域が元気なふるさと兵庫 地域再生大作戦の展開、交流を支える基盤の充実等 

 

 

（２）補正予算 

８月豪雨災害からの復旧・復興対策、地域の消費喚起や地域創生の取組みを推進す

るための緊急経済対策など、適時適切に補正予算を編成した。 
 

◇一般会計の補正予算等 

実施時期 補正予算額 主な取組内容 

９月補正予算 ２７７億円 
・８月豪雨災害対策 
・危険ドラッグの濫用防止対策など緊急に措置すべき事業 

12月補正予算 ９２億円 
・衆議院議員総選挙、最高裁判所裁判官国民審査の実施 
・人事委員会勧告に基づく給与改定等 

２月補正予算 
（緊急経済対策） 

３１７億円 

（国の補正予算を活用した事業の実施） 
・生活者・事業者支援対策 

（地域住民生活等緊急支援交付金事業（地方消費喚起・生活
支援型）の実施等） 

・地方活性化対策 
（地域住民生活等緊急支援交付金事業（地方創生先行型）の
実施等） 

・災害・危機等への対応（緊急防災・減災対策の推進等） 

２月補正予算 ▲１，２２７億円 ・中小企業制度資金貸付金など既定予算の精算補正 

合  計 ▲５４１億円   
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２ 歳入の特徴 
（１）県税等    ７,３２７億円（前年度比 ＋５４４億円、１０８.０％） 

・県税、地方譲与税、地方特例交付金を合わせた県税等は、前年度から５４４億円の増加 

・県税は、企業業績の回復による法人関係税の増や、税率引き上げ等による地方消費税

の増などにより、前年度から３８５億円の増加 

・地方譲与税は、地方法人特別譲与税がその原資である地方法人特別税の伸びに伴って

増加したことにより、前年度から１６０億円の増加 

 

 

 

 

 

（２）地方交付税等 ４,６５３億円（前年度比 ▲１１５億円、９７．６％） 

・地方交付税と臨時財政対策債を合わせた地方交付税等は、地方法人特別譲与税の増や

地方消費税の税率引き上げによる増等により、基準財政収入額の増が基準財政需要額

の増を上回ったため、前年度から１１５億円の減少 

 

 

（３）国庫支出金  １,８１８億円（前年度比 ▲４２４億円、８１．１％） 

・国の経済対策に伴う地域の元気臨時交付金の交付の減などにより、総額では前年度か

ら４２４億円の減少 

 

 

（４）県債     １,２８４億円（前年度比 ＋２４億円、１０１．９％） 

・通常債や財源対策のための行政改革推進債が減となる一方、緊急防災・減災事業債が

増加したことなどにより、総額では前年度から２４億円の増加 

 

 

（５）基金繰入金    ６７８億円（前年度比 ▲７３億円、９０.３％） 

・財源対策のための県債管理基金の活用額の縮減などにより、総額では前年度から７３

億円の減少 

 

 

（６）その他    ３,２３２億円（前年度比 ▲６１３億円、８４.１％） 

・中小企業制度資金貸付金償還金の減少などにより、総額では前年度から６１３億円の

減少 

 

※ 地方法人特別譲与税 
偏在性の小さい地方税体系が構築されるまでの暫定措置として法人事業税（県税）の税率を

引下げ、その引下げ相当額を地方法人特別税（国税）として徴収した後、都道府県に地方法人
特別譲与税として配分 
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◇歳入決算の内訳                          （単位：百万円、％） 

※ 県債欄は臨時財政対策債を除く 

 

 

◇歳入決算の推移 

6,405
7,325 7,284 7,152

6,346 6,452 6,398 6,474 6,783 7,327

3,827
3,298 2,887 2,971

3,078 3,219 3,207 3,162 3,055
3,031

565
512

463 564
1,139

1,900 1,636 1,670 1,714
1,622

2,528 1,927
1,713 1,907

2,813
2,262

2,070 1,960
2,241 1,818

2,289
2,124

2,131 2,092
2,053 1,495

1,608 1,520
1,260 1,284

687
161

816 420

570 646
787 764 751 678

3,849

4,075 4,008 4,138

5,694 5,647
5,092

4,037 3,845
3,232

20,150
19,422 19,302 19,244

21,693 21,621
20,798

19,587 19,649
18,992

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

県税等 地方交付税 臨時財政対策債 国庫支出金 県債 基金繰入金 その他

 
※ 平成21年度から地方消費税の清算に係る経理を一般会計と区分し地方消費税清算特別会計で行っていることから、 
平成20年度以前の地方消費税額は平成21年度以降と同様の方法で計算した場合の数値に組み替えている 

増　減

        ａ 構成比         ｂ 構成比 （ａ－ｂ）

1 732,729 38.6 678,332 34.5 54,397 108.0

630,109 33.2 591,600 30.1 38,509 106.5

100,242 5.3 84,201 4.3 16,041 119.1

2,378 0.1 2,531 0.1 ▲ 153 94.0

2 465,290 24.5 476,822 24.3 ▲ 11,532 97.6

303,131 16.0 305,459 15.6 ▲ 2,328 99.2

162,159 8.5 171,363 8.7 ▲ 9,204 94.6

3 181,763 9.6 224,125 11.4 ▲ 42,362 81.1

4 128,437 6.8 126,020 6.4 2,417 101.9

5 67,766 3.5 75,080 3.8 ▲ 7,314 90.3

6 323,214 17.0 384,483 19.6 ▲ 61,269 84.1

248,502 13.1 297,363 15.1 ▲ 48,861 83.6

1,899,199 100.0 1,964,862 100.0 ▲ 65,663 96.7

中小企業制度資金貸付金償還金

県 税 等

地 方 特 例 交 付 金

県 債

合　　　　　　計

そ の 他

基 金 繰 入 金

臨 時 財 政 対 策 債

ａ／ｂ
 平成26年度

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

 平成25年度

県 税

区　　　　　　分

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税 等
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３ 歳入の概要 
（１）県税等 

県税、地方譲与税、地方特例交付金を合わせた県税等は、前年度から５４４億円増
の７，３２７億円となり、平成１８年度の７，３２５億円を上回り、過去最高となった。 
税目別では、法人関係税は企業業績の回復等により１６８億円の増、地方消費税は

税率引上げ等に伴い２１７億円の増となる一方、自動車取得税は税率の引下げに伴い
４１億円の減となった。 
地方譲与税は、地方法人特別譲与税がその原資である地方法人特別税の伸びに伴っ

て増加したことにより、前年度から１６０億円の増となった。 
法人関係税及び地方法人特別譲与税の合計としては、前年度から３３２億円増とな

る２，２７１億円となった。 
 
◇県税等                           （単位：百万円、％） 

 
（再掲）法人関係税〔地方法人特別譲与税を含めた場合〕 

 
◇県税等の推移 

　　 ａ 　　 ｂ
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皆増
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地 方 特 例 交 付 金 2,378 2,531 ▲ 153

▲ 370
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そ の 他

地 方 譲 与 税

21,746127,069

140,930そ の 他 の 税

4,841

16,816

▲ 2,677

16,411

16,041

▲ 4,135

591,600

228,116

105,323

143,607

79,360

区　　 　　　　分 ａ／ｂ

38,509

2,624

（ａ－ｂ）
平成26年度 増　　減平成25年度

県 税

個 人 県 民 税

732,729合　　 　　　　計 678,332 54,397

自 動 車 取 得 税

230,740

630,109

法 人 関 係 税 131,370 114,554

地 方 消 費 税

税 率 引 上 げ 分 20,480 －

1,119 1,272

2,200 2,237 2,207 2,063 2,030 2,116 2,281 2,307

1,807
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1,146 1,314

1,009

1,056

1,038 996

964
1,057 1,029 1,016

1,053
1,271

1,799

1,761

1,739
1,642

1,574
1,539 1,501 1,508

1,436

1,409

347

1,012 55 51

319 641 685 706
842

1,002

324

31 48
102

71 72 64 26
25

24

6,405

7,325 7,284
7,152

6,346 6,452 6,398
6,474

6,783

7,327

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
（年度）

（億円）

個人県民税 法人関係税 地方消費税 その他の税 地方譲与税 地方特例交付金

※ 平成 19 年度の税源移譲により、個人県民税が大きく増

ａ ｂ

114.7

120.7

117.1合　　 　　　　計

平成26年度 平成25年度 増　　減
ａ／ｂ区　　 　　　　分

131,370

95,771

114,554

79,360 16,411

（ａ－ｂ）

227,141 193,914 33,227

法 人 関 係 税 16,816

地 方 法 人 特 別 譲 与 税
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（２）地方交付税等 

普通交付税と臨時財政対策債の合計は、基準財政需要額が地方公務員給与費の臨時

特例の終了に伴う給与費の増、地方消費税の引上げに伴う社会保障の充実等に伴う増

等により７０億円増加する一方、基準財政収入額が地方法人特別譲与税の増、地方消

費税の税率引上げによる増等により１８１億円増加したことなどから、前年度から 

１１４億円減の４,６１７億円となった。このうち臨時財政対策債は、地方財政計画に

おける財源不足額の縮小に伴う発行総額の減による影響により、前年度から９２億円

減の１,６２２億円となった。 

特別交付税を加えた地方交付税等の総額としては、前年度から１１５億円減の 

４,６５３億円となった。 

 また、平成２６年度の普通交付税の基準財政収入額の算定に対して、法人関係税等

が１４８億円上回る額となった結果、過大に決定された交付税が後年度に減額される

ため、その減額相当額分を県債管理基金へ積み立てた。 

 

◇地方交付税等                          （単位：百万円、％） 

 

（３）国庫支出金 

国庫支出金の総額は、地域の元気臨時交付金の減、緊急雇用就業機会創出等事業基

金や地域医療再生・医療施設耐震化支援基金など国経済対策関連基金の積立のための

交付金の減などにより、前年度から４２４億円減の１，８１８億円となった。 

 

◇国庫支出金                           （単位：百万円、％） 

 

区　　 　　　　分
　　       ａ

95.7

ｂ

平成25年度

301,697

171,363

平成26年度

299,532普 通 交 付 税

97.6

3,762 ▲ 1633,599

▲ 11,532465,290 476,822

97.6

増減

▲ 11,369

99.3

ａ／ｂ

▲ 2,165

94.6

（ａ－ｂ）

臨 時 財 政 対 策 債

特 別 交 付 税

再　　 　　　　計

合　　 　　　　計

▲ 9,204

461,691 473,060

162,159

 ａ ｂ

増減

81.1

（ａ－ｂ）
ａ／ｂ

▲ 42,362国 庫 支 出 金

平成25年度

181,763

 区　　 　　　　分
平成26年度

224,125

義務教育費国庫負担金

主

な

も

の

89.7▲ 6,638

64,295 62,247 2,048 103.3

普 通 建 設 事 業 関 係 57,825 64,463

地域の元気臨時交付金 351 26,937 ▲ 26,586 1.3

国の経済対策に伴う基金
積 立 の た め の 交 付 金 4,299 12,909 ▲ 8,610 33.3



 

 9

（４）県債 

投資的経費の減により通常債は減となるとともに、県税収入の増等に伴い財源対策

のための行政改革推進債を縮減した一方、地震・津波対策や高等学校・庁舎等耐震化

を推進するため、緊急防災・減災事業債が増加したこと等により、臨時財政対策債を

除く県債発行額は前年度比１０１．９％の１，２８４億円となった。 
 

◇県債                              （単位：百万円、％） 

（参考１）臨時財政対策債を含めた場合                     （単位：百万円） 

（参考２）行革フレームとの比較                   （単位：百万円） 
 
 
 
 
 
 
  

◇県債の推移

増減
ａ ｂ （ａ－ｂ）

通 常 債 ▲ 8,894 90.3

緊急防災・減災事業債 16,815 485.3

小 計 7,921 108.2

退 職 手 当 債 1,000 109.1

行政改革推進債 ▲ 3,778 76.8

小 計 ▲ 2,778 89.8

▲ 2,726 皆減

2,417 101.9

2,726 2.2減 収 補 填 債

27,278 21.6

0

100.0

投資的経費

財源対策

103,937 80.9

24,500 19.1

21,179

構成比 構成比

4,364 3.5

96,016 76.2

126,020

16.5

区　　 　　　　分
平成26年度 平成25年度

91,652 72.782,758 64.4

100.0合　　 　　　　計 128,437

ａ／ｂ

0.0

12,000 9.4 11,000

12,500 9.7 16,278

8.7

12.9

▲ 9,204 94.6

▲ 6,787 97.7

－

297,383

171,363

290,596

162,159

県　　　 　債　 　　　計

臨 時 財 政 対 策 債

－

－

－

退 職 手 当 債

行政改革推進債

小 計

区　　　　　　分 平成26年度 ａ 行革フレーム ｂ

12,000

差 額(ａ－ｂ)

▲ 8,000

0

▲ 8,000

12,500

24,500

20,000

12,500

32,500

1,753

1,509

1,268
1,157 1,140

1,043 1,123 1,137
960 1,039

536

615

615
687

562

453

486
303

273
245

248 248 351

81

27

565

512

463

564

1,139
1,900 1,636

1,670

1,714
1,622

2,854

2,636 2,594 2,656

3,192

3,396

3,245
3,191

2,974
2,906

61.4%

57.2%

48.9%

43.6%

35.7%

30.7%

34.6% 35.6%

32.3%

35.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

通常債等 財源対策債 減収補填債 臨時財政対策債 通常債等の割合

※ 通常債等は、通常債と緊急防災･減災事業債の計 
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◇県債残高（地方財政調査方式）の推移 

※ 県債残高（地方財政調査方式）は、満期一括で償還する県債について、満期までの各年度の償還相当額を県債管

理基金に積み立て、その積立額を「公債費」として取り扱うことで、県債残高から控除したもの 

 

 

（参考１）震災関連県債残高の推移                     （単位：億円） 

※ 普通会計ベース 

 

（参考２）県債残高（金融機関等に償還すべき残高）の推移            （単位：億円） 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

34,569 35,708 36,845 37,777 39,248 41,155 43,378 45,701 47,148 46,342

うち臨時財政対策債 2,951 3,463 3,926 4,488 5,624 7,516 9,135 10,777 12,280 13,309

区　　　分

県 債 残 高

 
※ 県が発行した県債について、今後、金融機関等に実際に償還する必要のある残高 

 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

8,975 8,698 8,460 8,037 7,605 7,136 6,675 6,216 5,757 5,303

24,581 24,771 24,578 24,265 23,841 23,296 22,628 22,107 21,319 20,627

2,354 2,922 3,463 4,038 4,458 4,605 4,942
5,057

5,159
5,234

1,712
1,635

1,811 1,994 2,319
2,269 2,204 2,207

2,169
2,092

2,937
3,393

3,739
4,158

5,135
6,869 8,276 9,715 11,178 12,489

31,584

32,721
33,591

34,455

35,753

37,039
38,050

39,086
39,825

40,442

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

通常債等 財源対策債 減収補填債 臨時財政対策債
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（５）基金繰入金 

基金繰入金は、総額で前年度から７３億円減の６７８億円となった。 

基金別では、県債管理基金は、県税収入の増等に伴い財源対策としての活用額が減

少したことなどから、前年度から６１億円減の２２５億円を繰り入れた。 

妊婦健康診査支援基金やワクチン接種緊急事業基金等の国経済対策関連基金は、事

業期間終了に伴う減等により、前年度から３５億円減の２５４億円を繰り入れた。 

その他の基金は、公共施設整備基金（地域の元気臨時交付金分）の活用が減少とな

った一方、社会保障・税一体改革により創設された医療介護推進基金の増、保険料軽

減のための後期高齢者医療財政安定化事業への活用に伴う後期高齢者医療財政安定化

基金の増などから、前年度から２２億円増の１９８億円を繰り入れた。 

 

◇基金繰入金                            （単位：百万円、％） 

2,230 112.7

医 療 介 護 推 進 基 金 2,489 0

公 共 施 設 整 備 基 金 9,412

▲ 7,19023,94816,758 70.0

皆増

19,782 17,552そ の 他 の 基 金

1,703

合　　 　　　　計 67,766

1,703

75,080

後期高齢者医療財政安定化基金

90.3▲ 7,314

増減
区　　 　　　　分

県 債 管 理 基 金

平成26年度

22,539 28,602

　　       ａ ｂ

▲ 6,063

（ａ－ｂ）

▲ 3,481国 経 済 対 策 関 連 基 金 25,445 88.0

う ち 財 源 対 策 活 用

0

2,489 皆増

ａ／ｂ
平成25年度

79.311,865 ▲ 2,453

28,926

78.8
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◇基金残高の推移 

※1 県債管理基金が平成18年度に大幅増となったのは、各種基金を集約したことによるもの 

※2 借換債平準化対策 

平成２３～２５年度に借換債を追加発行することで留保した基金（１，６３０億円）を活用し、平成２６ 

年度の借換債発行額を縮減（４，３８９億円→２，７５９億円）する対策 

※3 平成２３年度から２５年度の（  ）書きは、平準化対策分を除いた金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 1 0 0 0 1 3 6 9 12

436 

2,271 

1,867 
1,650 1,646 

2,461 

3,040 

3,477

4,090
3,762

238 

898 

848 

695 

625

465

254

1,238 

217 

223 235 

334 

315 

323 

232 

388 

312 
490 

1,190

1,630

1,678 

2,489 

2,090 2,123 

2,878 

3,625 

4,551 

5,530

6,582

4,340

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

県債管理基金(借換債平準化対策分）

その他の基金

国経済対策基金

県債管理基金

財政基金

（4,340） 

（4,061） 

（4,952） 
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４ 歳出の特徴 
（１）義務的経費  １兆８２８億円（前年度比 ＋２２７億円、１０２.１％） 

・人件費は、国の要請に基づく給与減額措置の終了や人事委員会勧告に基づく給料表の

改定等により、前年度から５１億円の増加 

・社会保障関係費は、社会保障・税一体改革による社会保障の充実等により、前年度か

ら１４２億円の増加 

・公債費は、臨時財政対策債の発行額の増に伴い元金が増加したこと等により、前年度

から３４億円の増加 

 

（２）投資的経費  ２,２０４億円（前年度比 ▲１０９億円、９５.３％） 

前年度の補正予算を合わせた平成２６年度の予算規模が、平成２５年度より縮小し

たこと等により、前年度から１０９億円の減少 

 

（３）行政経費   １,６０８億円（前年度比 ＋１６億円、１０１．０％） 

保険料軽減のための後期高齢者医療財政安定化事業の実施による増等により、前年

度から１６億円の増加 

 

（４）その他経費  ４,２８６億円（前年度比 ▲８１４億円、８４.０％） 

地方消費税等の税収の増に伴う税交付金が増となる一方、中小企業制度資金貸付金

の減、地域の元気臨時交付金を財源とした公共施設整備基金等の積立金の減等により、

前年度から８１４億円の減少 

 

◇歳出決算の内訳                        （単位：百万円、％） 

増減

　　　　ａ 構成比 ｂ 構成比 （ａ－ｂ）

1 1,082,842 57.3 1,060,098 54.1 22,744 102.1

543,096 28.7 538,015 27.4 5,081 100.9

252,765 13.4 238,534 12.2 14,231 106.0

286,981 15.2 283,549 14.5 3,432 101.2

2 220,383 11.6 231,262 11.8 ▲ 10,879 95.3

3 160,773 8.5 159,132 8.1 1,641 101.0

4 428,646 22.6 510,073 26.0 ▲ 81,427 84.0

248,502 13.1 297,363 15.2 ▲ 48,861 83.6

28,736 1.5 64,193 3.3 ▲ 35,457 44.8

96,364 5.1 87,836 4.5 8,528 109.7

1,892,644 100.0 1,960,565 100.0 ▲ 67,921 96.5

投 資 的 経 費

合　　　　　　計

そ の 他 経 費

行 政 経 費

積 立 金

税 交 付 金

中小企業制度資金貸付金

ａ／ｂ
平成25年度平成26年度

公 債 費

区　　　　　　分

義 務 的 経 費

社 会 保 障 関 係 費

人 件 費
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５ 歳出の概要 
（１）義務的経費 

① 人件費 

国の要請に基づく給与減額措置が平成25年度限りで終了したこと、人事委員会勧告

に基づき、給料表や期末・勤勉手当の引き上げを行ったこと等から、職員給が１２６

億円の増となった。 

一方、退職手当が、退職者数の減や支給水準の段階的引き下げの影響等により、 

７８億円の減となったこと等から、総額では前年度から５１億円増の５，４３１億円

となった。 

 

◇人件費                           （単位：百万円、％） 

 
（参考１）一般行政部門の定員削減                   （単位：人） 

 
（参考２）国の要請に基づく改定 

 
（参考３）人事委員会勧告に基づく改定 

区 分

給 料 表

期末・勤勉手当

そ の 他

内　　　　容

改定率　平均0.3％引き上げ

0.15月引き上げ（3.95月 → 4.10月）

通勤手当：自動車等で通勤する場合、距離区分に応じて引き上げ
医師・歯科医師職の初任給調整手当：手当月額の上限を約0.3％引き上げ

  
 （参考４）退職手当の官民均衡を図るための調整率引き下げ 

 
 

 

 

増減

（ａ－ｂ）

5,081 100.9

12,567 103.3

▲ 7,804 86.8

平成25年度
ｂ

538,015

384,496

59,19251,388

543,096

ａ／ｂ

退 職 手 当

区　　　　　　分
平成26年度

ａ

人 件 費

職 員 給 397,063主
な
も
の

▲ 149一 般 行 政 部 門 6,276

区　　　　　　分 H26.4.1現在 ａ H25.4.1現在 ｂ

6,425

増減 （ａ－ｂ）

実施期間

平成25年７月１日～平成26年３月31日
国に準拠した減額率▲4.7～▲9.7％
(うち追加減額率▲2.4～▲5.1％)

給料月額の減額率

期 間 ～H25.2.28 H25.3.1～H26.3.31 H26.4.1～H27.3.31 H27.4.1～

調 整 率 104/100 98/100 92/100 87/100
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② 社会保障関係費 

社会保障・税一体改革関係経費が８９億円、介護給付費県費負担金が１９億円、後

期高齢者医療費県費負担金が１２億円の増となるなど、前年度から１４２億円増の 

２,５２８億円となった。 
 
◇社会保障関係費                          （単位：百万円、％） 

 
※社会保障・税一体改革関係経費（一般財源ベース） 

決算額　Ａ 一般財源 a 決算額　Ｂ 一般財源 b （Ａ－Ｂ）（ａ－ｂ）

252,765 234,950 238,534 224,288 14,231 10,662 106.0 104.8

8,888 6,199 － － 8,888 6,199 皆増 皆増

243,877 228,751 238,534 224,288 5,343 4,463 102.2 102.0

55,804 55,804 53,920 53,920 1,884 1,884 103.5 103.5

58,480 58,480 57,282 57,282 1,198 1,198 102.1 102.1

18,421 18,421 17,304 17,304 1,117 1,117 106.5 106.5

47,117 47,117 46,455 46,455 662 662 101.4 101.4

7,556 4,796 7,053 4,249 503 547 107.1 112.9

5,516 2,811 6,285 4,145 ▲ 769 ▲ 1,334 87.8 67.8

13,933 13,933 14,153 14,153 ▲ 220 ▲ 220 98.4 98.4

10,655 9,833 10,772 10,124 ▲ 117 ▲ 291 98.9 97.1

4,580 2,277 4,581 2,254 ▲ 1 23 100.0 101.0

21,815 15,279 20,729 14,402 1,086 877 105.2 106.1

平成25年度 増　減
Ａ／Ｂ ａ／ｂ

障害者自立支援給付費
県 費 負 担 金

国民健康保険財政調整
交 付 金 等 強 化 充 実 費

障害者自立支援医療費

難 病 そ の 他 特 定 疾 患
医 療 費 （ 旧 制 度 分 ）

区　　　　　　分
平成26年度

児 童 手 当 交 付 金

県 単 独 福 祉 医 療 費

児 童 福 祉 措 置 費

そ の 他

社 会 保 障 関 係 費

社 会保障・税 一体 改革
関 係 経 費

社 会保障・税 一体 改革
関 係 経 費 以 外

介護給付費県費負担金

後 期 高 齢 者 医 療 費
県 費 負 担 金

国・地方

合　計 うち地方 本県歳出額

(億円) (億円) （決算）

(百万円）

2,915 1,568 1,155

144 48 102

3,060 1,616 1,257

医療介護推進基金（医療分） 544 181 790

診療報酬の見直し(報酬改定分) 353 105 244

認知症対策等 43 22 11

国保等低所得者保険料軽減の拡充 612 612 2,192

高額医療費の見直し 42 5 21

難病対策 240 143 356

小児慢性特定疾患対策 57 29 30

1,892 1,097 3,644

10 0

4,962 2,713 4,901

2,318 778 1,300

7,280 3,491 6,201合　　　    計

社 会 保 障 の 充 実

公 経 済 負 担 増

難病・小児慢性特定疾患
へ の 対 応
(H27. １ 月 制 度 開 始 )

医 療 ・ 介 護 の 充 実

年 金 制 度 の 改 善

医 療 ・ 介 護
サ ー ビ ス の
提 供 体 制 改 革

医 療 ・ 介 護 保 険
制 度 の 改 革

保育緊急確保事業 等

区　　　　　分

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 の 充 実

社会的養護の充実 等

（単位：百万円）

地方消費税増収 税交付金 税交付金除き

① ② ③(①－②) ④ 人件費 行政経費 投資的経費

H26決算見込 20,480 10,240 10,240 6,201 0 6,199 2 4,039 60.6%

区分
社会保障の充実等所要額 差

③－④
執行率

H26 地方財政計画ベース
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③ 公債費 

臨時財政対策債の発行額の増に伴い元金償還が増加したこと、また、後年度の公債

費負担を軽減するため政府資金の繰上償還（平成２６年度２月補正：６６億円）を行

ったことなどにより、前年度から３４億円増の２，８７０億円となった。 

なお、公債費の５１.５％となる１，４７７億円が地方交付税で措置されている。 

 

◇公債費                                （単位：百万円、％） 

 
（参考）震災関連公債費の推移                     （単位：億円） 

※1 平成17年度に償還を迎えた阪神･淡路大震災復興基金の満期一括償還金（5,867億円）は含まない 
※2 普通会計ベース 

 

 

◇公債費の推移 

 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,226 706 706 616 612 642 628 627 622 615

2,095 2,039 2,127 2,172 2,179 2,100 2,109 2,077

51 78
104 170

232
256 257 24594 87

47
72

86
97 86 99165 200

230

301
336 354 383 449

2,405 2,404
2,508

2,715
2,833 2,807 2,835 2,870

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

19 20 21 22 23 24 25 26

(億円)

（年度)

通常債等 退職手当債・行革推進債等 減収補填債 臨時財政対策債

増減

（ａ－ｂ）

3,432 101.2

5,063 102.3

▲ 1,631 97.3

5,393 103.8

利 子 59,74158,110

元 金 228,871 223,808

147,682 142,289地 方 交 付 税 措 置 額

ａ／ｂ
ａ ｂ

公 債 費 286,981 283,549

平成26年度 平成25年度
区　　　　　　分
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（２）投資的経費 

普通建設事業費は、前年度の補正予算を合わせた平成２６年度の予算規模が、平成

２５年度より縮小したことなどから、補助事業が１８５億円の減となった。 

一方、緊急防災・減災事業費は、平成２５年度２月補正予算（緊急経済対策）にお

いて耐震化を促進するために確保した事業費（２２９億円）を、平成２６年度に繰越

執行したことなどにより、１５０億円の増となった。 

また、災害復旧事業費は、平成２６年８月豪雨災害関連分の増などにより４０億円

の増となり、投資的経費の総額としては、前年度から１０９億円減の２，２０４億円

となった。 
 

◇投資的経費                          （単位：百万円、％） 

※ 国直轄事業負担金等：国直轄事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費 

 

◇投資的経費の推移 

1,420 1,386
1,205

1,087 1,176 1,138 1,118 1,134
1,376

1,191

1,588
1,401

1,144

1,013
978

902 888
705

696

591

10
126

64

214

339

309

284

281 296
210

164 152

118

108

521

130

30

7
70

130
151 135

59
99

3,868

3,226

2,663

2,388

2,520
2,380

2,331
2,252

2,313
2,204

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

普通補助 普通単独 緊急防災・減災 直轄等 災害復旧

増減

（ａ－ｂ）

▲ 10,879 95.3

▲ 14,909 93.4

▲ 18,455 86.6

▲ 4,640 91.6

15,021 333.7

▲ 5,798 59.2

▲ 1,037 91.2

4,030 168.39,933 5,903

普 通 建 設 事 業 費

平成25年度

投 資 的 経 費

210,450

119,128補 助 事 業 費

平成26年度

単 独 事 業 費

区　　　　　　分

国 直 轄 事 業 負 担 金 等

災 害 復 旧 事 業 費

10,759

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 6,42721,448

地域の元気臨時交付金事業 8,419

11,796

14,217

ａ／ｂ
ａ

50,696

ｂ

220,383 231,262

55,336

137,583

225,359
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（３）行政経費 

行政経費の総額では、前年度から１６億円増の１,６０８億円となった。 

性質別では、補助費等は、保険料軽減のための後期高齢者医療財政安定化事業

の実施により増加したこと等により、前年度から１７億円増加した。 

また、物件費及び維持補修費については、行財政改革に伴う事業の見直し等に

より減となった。 
 

◇行政経費                        （単位：百万円、％） 

 

（４）その他経費 

① 貸付金 

中小企業制度資金貸付金について、経営円滑化貸付の融資実績の減等により

新規分の融資実行に係る預託金が２２０億円の減、過年度の融資実行に係る預

託金が減少し２６９億円の減となったことなどから、貸付金総額は、前年度か

ら４７９億円減の２，７５３億円となった。 
 

② 積立金 

積立金総額は、地域の元気臨時交付金を財源とした公共施設整備基金の積立

や、緊急雇用就業機会創出等事業基金や地域医療再生・医療施設耐震化支援基

金など国経済対策関連基金への積立が減となったことなどにより、前年度から

３５５億円減の２８７億円となった。 
 
  ③ その他 

税交付金について、地方消費税が税率引き上げによる増となったことなどに

より、前年度から８５億円増の９６４億円となった。 
 
◇その他経費                           （単位：百万円、％） 

平成26年度 平成25年度 増減

ａ ｂ （ａ－ｂ）

275,259 323,117 ▲ 47,858 85.2

248,502 297,363 ▲ 48,861 83.6

(57,252) (79,239) (▲ 21,987) (72.3)

(191,250) (218,124) (▲ 26,874) (87.7)

28,736 64,193 ▲ 35,457 44.8

480 24,756 ▲ 24,276 1.9

4,311 12,928 ▲ 8,617 33.3

14,751 18,191 ▲ 3,440 81.1

124,651 122,763 1,888 101.5

96,364 87,836 8,528 109.7

28,287 34,927 ▲ 6,640 81.0

428,646 510,073 ▲ 81,427 84.0

そ の 他

区　　　　　　　分 ａ／ｂ

貸 付 金

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金

（ 新 規 分 ）

税 交 付 金

そ の 他

そ の 他 経 費 計

（ 過 年 度 分 ）

積 立 金

公 共 施 設 整 備 基 金

県 債 管 理 基 金

国 経 済 対 策 関 連 基 金

平成26年度 平成25年度 増減

ａ ｂ （ａ－ｂ）

160,773 159,132 1,641 101.0

118,182 116,446 1,736 101.5

32,627 32,657 ▲ 30 99.9

9,964 10,029 ▲ 65 99.4維 持 補 修 費

行 政 経 費

補 助 費 等

物 件 費

区　　　　　　　分 ａ／ｂ
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Ⅱ 特別会計決算 

○歳入歳出決算（１４会計） 

◇歳入総額  １兆４，３７１億円（前年度比 ＋２，２０８億円、１１８.２％） 

◇歳出総額  １兆４，２９６億円（前年度比 ＋２，１９７億円、１１８.２％） 
 

○主な特別会計の状況 

・公共事業用地先行取得事業特別会計（前年度比 ▲４９億円、８８.７％） 

長期保有土地の売却額（県有環境林等特別会計での取得）の減に伴い、公共用

地先行取得等事業債を償還するための公債費特別会計への繰出金の減等により、

前年度比８８.７％の３８０億円となった。 

 

・公債費特別会計（前年度比 ＋１，７９１億円、１２２.２％） 

発行利率の低下により利子が３０億円の減となる一方、満期一括償還債の償還

増等により償還元金が１，８１５億円の増加となったことなどにより、前年度比

１２２．２％の９，８６３億円となった。 

 

・地方消費税清算特別会計（前年度比 ＋４５０億円、１２１.９％） 

税率引き上げにより地方消費税収が増加したことにより、前年度比１２１．９％

の２，５０２億円となった。 
 

○実質収支は、７１億６５百万円の黒字 

 

◇特別会計決算収支                     （単位：百万円、％） 

平成26年度
ａ

平成25年度
ｂ

増減
(ａ－ｂ)

前年度比
(ａ／ｂ)

平成26年度
ｃ

平成25年度
ｄ

増減
(ｃ－ｄ)

前年度比
(ｃ／ｄ)

県 有 環 境 林 等 39,012 42,219 ▲ 3,207 92.4 39,012 42,219 ▲ 3,207 92.4 0 0

港 湾 整 備 事 業 4,453 3,034 1,419 146.8 4,391 2,928 1,463 150.0 62 62

公共事業用地先行取得事業 38,048 42,915 ▲ 4,867 88.7 38,048 42,915 ▲ 4,867 88.7 0 0

県 営 住 宅 事 業 30,033 30,440 ▲ 407 98.7 29,977 30,436 ▲ 459 98.5 57 10 47

勤労者総合福祉施設整備事業 2,251 2,156 95 104.4 2,251 2,156 95 104.4 0 0

流 域 下 水 道 事 業 31,531 31,851 ▲ 320 99.0 31,060 30,907 153 100.5 471 383 88

庁 用 自 動 車 管 理 237 236 1 100.4 237 236 1 100.4 0 0

公 債 費 986,326 807,178 179,148 122.2 986,326 807,178 179,148 122.2 0 0

自 治 振 興 助 成 事 業 1,232 1,034 198 119.1 993 977 16 101.6 238 238

母子父子寡婦福祉資金 325 415 ▲ 90 78.3 149 295 ▲ 146 50.5 176 176

小規模企業者等振興資金 8,516 8,915 ▲ 399 95.5 4,187 4,733 ▲ 546 88.5 4,329 4,329

農 林 水 産 資 金 34,098 32,861 1,237 103.8 33,116 31,787 1,329 104.2 982 982

基 金 管 理 9,679 7,923 1,756 122.2 9,679 7,919 1,760 122.2 0 0

地 方 消 費 税 清 算 251,396 205,145 46,251 122.5 250,153 205,145 45,008 121.9 1,243 1,243

合　　　　計 1,437,137 1,216,322 220,815 118.2 1,429,579 1,209,831 219,748 118.2 7,558 393 7,165

翌 年 度
繰 越 財 源

ｆ

実質収支
（ｅ－ｆ）

ｇ
区　　　　分

形 式 収 支
（ａ－ｃ）

ｅ

歳　　　　　入 歳　　　　出
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Ⅲ 公営企業会計決算 

○歳入歳出決算（６会計） 

・ 病院事業については、旧淡路病院解体撤去費の特別損失への計上、尼崎総合

医療センター開設に向けた看護師の前倒し採用による給与費の増等により、純

損益は１４億円の赤字。 

・ 企業庁事業については、収益的収支を有する会計のうち地域整備事業につい

ては、新会計制度による減損及び時価評価等の導入に伴う評価損の発生により、

純損益は７０億円の赤字となるが、３会計（水道用水供給事業、工業用水道事

業、企業資産運用事業）で黒字を確保。 
 
◇収益的収支 

収入 １，５５５億円（前年度比 ＋２６９億円、１２０.９％） 

支出 １，６０７億円（前年度比 ＋３３６億円、１２６.４％） 
 
◇資本的収支 

収入   ４７２億円（前年度比 ＋１４０億円、１４２.０％） 

支出   ７２７億円（前年度比 ＋１６８億円、１３０.１％） 
 

◇公営企業会計決算収支                     （単位：百万円） 

※ 上段（ ）書きは前年度の数値 

病 院 事 業
水 道 用 水
供 給 事 業

工 業 用
水 道 事 業

水 源 開 発
事 業

地 域 整 備
事 業

企 業 資 産
運 用 事 業

合 計

(103,644) (14,847) (3,524) (0) (6,332) (259) (128,606)

112,071 16,757 4,058 0 21,616 1,011 155,513

(105,115) (13,124) (2,835) (0) (5,918) (76) (127,068)

113,489 14,756 3,239 0 28,655 532 160,671

(▲ 1,471) (1,723) (689) (0) (414) (183) (1,538)

▲ 1,418 2,001 819 0 ▲ 7,039 479 ▲ 5,158

(19,215) (210) (0) (61) (10,792) (2,974) (33,252)

33,409 126 0 41 9,811 3,816 47,203

(24,529) (8,064) (930) (61) (19,302) (2,981) (55,867)

39,227 9,160 1,052 41 17,614 5,593 72,687

(▲ 5,314) (▲ 7,854) (▲ 930) (0) (▲ 8,510) (▲ 7) (▲ 22,615)

▲ 5,818 ▲ 9,034 ▲ 1,052 0 ▲ 7,803 ▲ 1,777 ▲ 25,484

(122,859) (15,057) (3,524) (61) (17,124) (3,233) (161,858)

145,480 16,883 4,058 41 31,427 4,827 202,716

(129,644) (21,188) (3,765) (61) (25,220) (3,057) (182,935)

152,716 23,916 4,291 41 46,269 6,125 233,358

(▲ 6,785) (▲ 6,131) (▲ 241) (0) (▲ 8,096) (176) (▲ 21,077)

▲ 7,236 ▲ 7,033 ▲ 233 0 ▲ 14,842 ▲ 1,298 ▲ 30,642

資

本

的

収

支

支出

差引

収

益

的

収

支

区　分

収入

支出

差引

収入
合

計

支出

差引

収入
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Ⅳ 健全化判断比率 

H26決算　A H25決算　B A-B
早期健全化

基準
財政再生

基準

－　％
(実質黒字比率:0.07%)

－　％
(実質黒字比率:0.06%)

－
(実質黒字比率:+0.01)

３．７５％ ５％

－　％
(連結実質黒字比率:3.29%)

－　％
(連結実質黒字比率:3.32%)

－
(連結実質黒字比率:▲0.03)

８．７５％ １５％

１５．８％ １６．２％ ▲０．４ 

(１９．５％) （１９．６％) （▲０．１)

３３３．０％ ３４１．１ ▲８．１ ４００％

　－　％ 　－　％ 　－　 ２０％

３５％２５％

④将来負担比率

⑤資金不足比率

区　　分

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

 
※ (  )書きは借換債平準化対策の影響を除いた場合 

１ 実質赤字比率     － ％（H25 決算に引き続き、実質黒字） 

２ 連結実質赤字比率   － ％（H25 決算に引き続き、連結実質黒字） 

３ 実質公債費比率   １５.８％（H25 決算 １６.２％） 

借換債平準化対策の影響等による県債管理基金残高の増により、前年度減債基金

残高不足率が低下（H24：25.6％→H25：8.9％）したことや、算定の分母に用いる標

準財政規模が増加したため、単年度では 1.2 ポイント減少した。 
 
◇実質公債費比率                         （単位：百万円） 

14.5% 14.0%

0.2% 0.1%

(3.7%) 0.8% (4.6%) 0.7% (5.4%) 1.9% (5.0%) 1.3% (▲0.4%) ▲ 0.6%

(19.5%) 16.6% (19.4%) 15.5% (20.1%) 16.6% (19.1%) 15.4% (▲1.0%) ▲ 1.2%

(20.5%) 19.5% (19.5%) 17.3% (19.6%) 16.2% (19.5%) 15.8% (▲0.1%) ▲ 0.4%

11.3% 10.5%

11.7% 10.9%

(53.1%) 53.1% (48.4%) 40.2% (44.6%) 25.6% (34.9%) 8.9% (▲9.7%) ▲ 16.7%

標 準 財 政 規 模 G 1,038,680 1,052,110 1,051,484 1,061,225

元利償還金に対する
交 付 税 算 入 額 H

9,741

144,204 143,710 149,247 154,528 5,281

894,476分 母 （ G － H ） 908,400 902,237 906,697 4,460

0.3%

15.5%

14.3%

12.9%

166

105,298466,695

627,668

571,993

627,834

H24決算
B

D-C
H23決算

A

14.6%公 債 費 ▲ 0.5%

H25決算
C

H26決算
D

前年度末減債基金残高
　　　　　　　　　E

590,189

353,020

▲ 0.8%

▲ 0.8%

区　　分

公債費に準ずる経費 ▲ 0.1%

524,370

246,100

残 高 不 足 率
１ -(E ÷ F)

震災関連県債除き
実質公債費比率(単年度)

10.9%

0.2%

12.8%
震災関連県債除き
実質公債費比率(3か年平均)

前 年 度末 ある べき
減 債 基 金 残 高 F

減債基金積立不足に
対 す る 加 算

実質公債費比率(単年度)

実質公債費比率(3か年平均)

 
※1 (  )書きは借換債平準化対策の影響を除いた場合 

※2 借換債平準化対策に伴う減債基金残高    （単位：億円） 

 H23 決算 H24 決算 H25 決算 H26 決算 

基金残高 ＋490 ＋1,190 ＋1,630 0 
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４ 将来負担比率 ３３３.０％(震災関連県債実残高を除いた場合 ２６２.３％) 

県債残高や退職手当支給予定額に係る一般会計負担見込額等が減少したことに加

え、算定の分母に用いる標準財政規模が増加したため、８．１ポイント減となった。 
 
Ａ 分子（将来負担額）                       （単位：百万円） 

H26決算
A

H25決算
B

差引
A－B

増減理由

2,374,720 2,393,759 ▲ 19,039

・県債実質残高
　  5,144,434 → 5,006,871（▲137,563）
　 うち臨時財政対策債及び減収補填債
　  1,448,387 → 1,544,224（ ＋95,837）
 　うち通常債等
　　3,696,047 → 3,462,647（▲233,400）
・償還にあたり充当可能な財源
　　2,750,675 → 2,632,151（▲118,524）

13,655 16,308 ▲ 2,653

93,880 92,364 1,516

・病院事業
　　53,716 → 59,813（＋6,097）
・下水道事業
　　38,332 → 33,835（▲4,497）

463,503 506,429 ▲ 42,926
・平均単価
　　9,702千円 → 8,881千円（▲821千円）

73,755 69,017 4,738

・道路公社
　　2,589 →  5,463（＋2,874）
・住宅供給公社
　　2,763 →  4,102（＋1,339）

3,019,513 3,077,877 ▲ 58,364

2,433,920 2,477,128 ▲ 43,208

項　　目

震災関連県債を除いた場合

③企業会計の地方債の元金償還に
  充てるための繰出見込額

④退職手当支給予定額に係る
  一般会計等負担見込額

②債務負担行為に基づく支出
  予定額(公債費に準ずるもの)

⑤設立法人の負債の額等に係る
  一般会計等負担見込額
⑤設立法人の負債の額等に係る
  一般会計等負担見込額

将来負担額　Ａ(①～⑤の合計)

①普通会計の県債実質残高

 

 

Ｂ 分母（標準財政規模－交付税算入額）                 

項　　目
H26決算

A
H25決算

B
差引
A－B

増減理由

1,061,225 1,051,484 9,741

154,528 149,247 5,281

906,697 902,237 4,460

927,879 923,867 4,012

333.0% 341.1% ▲ 8.1%

262.3% 268.1% ▲ 5.8%

元利償還金に対する交付税算入額

分 母 　Ｂ

（実質公債費比率と同様）

震災関連県債を除いた場合

将 来 負 担 比 率 ： Ａ ／ Ｂ

震災関連県債を除いた場合

標準財政規模
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（参 考） 

◇県民一人当たりの決算額                （単位：円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 県債残高は臨時財政対策債、減収補填債を除く 

※2 人口 5,523,347 人（平成 27 年４月１日現在）  

 
◇県民一人当たりの決算額（構成比） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育費

80,817円

（23.6％）

公債費

52,306円

（15.3％）

民生費

49,212円

（14.3％）

商工費

47,341円

（13.8％）

総務費

31,756円

（9.3％）

土木費

30,200円

（8.8％）

警察費

23,516円

（6.9％）

農林水産費

12,631円

（3.7％）

衛生費

10,978円

（3.2％）

災害復旧費

1,798円

（0.5％）

労働費

1,657円

（0.5％）

議会費

450円

（0.1％）

県民一人あたり
歳出決算額

342,662円

平成26年度決算 平成25年度決算

① ②

342,662 353,883 ▲ 11,221 100.0%

80,817 79,120 1,697 23.6%

52,306 51,480 826 15.3%

49,212 46,919 2,293 14.3%

47,341 56,119 ▲ 8,778 13.8%

31,756 37,653 ▲ 5,897 9.3%

30,200 32,652 ▲ 2,452 8.8%

23,516 22,801 715 6.9%

12,631 12,767 ▲ 136 3.7%

10,978 10,132 846 3.2%

1,798 1,072 726 0.5%

1,657 2,704 ▲ 1,047 0.5%

450 464 ▲ 14 0.1%

343,849 354,659 ▲ 10,810

132,660 122,440 10,220

468,209 477,257 ▲ 9,048

民 生 費

労 働 費

衛 生 費

議 会 費

警 察 費

土 木 費

農 林 水 産 費

歳　 出
構成比

県民一人あたりの決算額

① － ②
項　　　　　　　　　　　目

公 債 費

歳 出

教 育 費

歳 入

県 債 残 高

商 工 費

総 務 費

災 害 復 旧 費

県 税 等
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◇財政・健全化判断比率用語集 

１ 財政関係 

（１）歳入歳出分 

臨時財政対策債 

地方一般財源の不足を補填するために、本来地方交付税として交付されるべ

き額の一部を振り替えて発行される特例地方債（地方公共団体が借入れ、後

年度の償還費について全額地方交付税に算入される。） 

行政改革推進債 
行財政改革の取組などにより将来の財政負担の軽減が見込まれる範囲内にお

いて発行が認められる地方債 

退職手当債 

団塊の世代の大量定年退職等に対応するため、将来の総人件費の削減に取り

組む地方公共団体を対象に、今後の定員管理や給与の適正化についての計画

作成等を条件に退職手当の財源として発行が許可される地方債 

減収補填債 
地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収を補うために発行さ

れる地方債（後年度の償還費の７５％について地方交付税に算入される。） 

単独事業 
地方公共団体が、国からの補助等を受けずに実施する事業 

公債費 
地方公共団体が発行した地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額 

物件費 
人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共団体が支出する消費

的性質の経費 

補助費等 
一定の行政目的から、市町、出資団体、民間団体に対する支出金 

 

（２）財政指標分 

形式収支 
歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差し引いた額 

実質収支 

形式収支から、翌年度へ繰り越した事業の財源として収入済みの歳入額を控

除した、実質的な決算。地方公共団体の黒字（赤字）は、これにより判断さ

れる。 

単年度収支 
当該年度の実質収支から前年度の実質収支（前年度までの決算剰余金）を差

し引いた、当該年度だけの収支額 

実質単年度収支 
単年度収支に含まれる実質的な黒字要素である財政基金積立金や赤字要素で

ある財政基金取崩額を控除した額 

プライマリーバランス 
基礎的な財政収支。公債費（臨財債、減収補填債75％分を除く）から、県債

（臨財債、減収補填債 75％分を除く）及び県債管理基金の活用額を控除した額 

経常収支比率 

県税、普通交付税などの経常的な一般財源収入のうち、人件費や施設維持費

などの経常的経費に充当された一般財源の割合。数値が低いほど財政の弾力

性が高いことを示す。 

○経常経費充当一般財源／経常一般財源総額 

普通会計 
一般会計と特別会計のうち公営事業会計以外の会計を１つの会計としてまと

めたもの 

標準財政規模 
地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源の規模を示

すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額 

 



 

 25

２ 健全化判断比率関係 

実質赤字比率 

一般会計等における実質赤字の標準財政規模に対する割合を示す指標であ

り、早期健全化基準は３.７５％、財政再生基準は５％である。 

○一般会計等の実質赤字額／標準財政規模 

連結実質赤字比率 

全会計における実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する割合を

示す指標であり、早期健全化基準は８.７５％、財政再生基準は１５％以上で

ある。 

○｛(Ａ＋Ｂ)－(Ｃ＋Ｄ)｝／標準財政規模 

Ａ＝一般会計等における実質赤字額 
Ｂ＝公営企業会計における資金不足額 
Ｃ＝一般会計等における実質黒字額 
Ｄ＝公営企業会計における資金剰余額 

実質公債費比率 

公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、起債に協議を要する

団体と、許可を要する団体の判定に用いられるもの。１８％以上となる団体

については、起債に当たり許可が必要となる。また、早期健全化基準は２５％、

財政再生基準は３５％である。 

○｛(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)－(Ｄ＋Ｅ)｝／(Ｆ－Ｅ)の３か年平均 

Ａ＝当該年度の元利償還額（繰上償還分は除く） 
Ｂ＝準元利償還金（公営企業への繰入金、債務負担行為のうち公債費に準ずる

もの等） 
Ｃ＝減債基金積立不足に対する加算(※) 
Ｄ＝元利償還金又は準元利償還に充てられた特定財源 
Ｅ＝     〃      に係る交付税措置額 
Ｆ＝標準財政規模（含む、臨時財政対策債発行可能額） 
(※)減債基金積立不足に対する加算 
ａ×（１－ｂ／ｃ） 
ａ＝満期到来時における実質償還額（満期一括償還地方債） 
ｂ＝前年度末減債基金残高 
ｃ＝前年度末あるべき減債基金残高 

将来負担比率 

一般会計等が将来負担することが見込まれる実質的な負債の標準財政規模に

対する割合を示す指標であり、早期健全化基準は４００％である。 

○｛(Ａ)－(充当可能基金等＋交付税算入見込額)｝ 

／(標準財政規模－交付税算入額) 

※Ａ将来負担額の内容 
① 一般会計等の地方債現在高 
② 債務負担行為に基づく支出予定額(公債費に準ずるもののみ) 
③ 一般会計等以外の会計における地方債の元金償還に充てるための繰出見

込額 
④ 加入する組合等における地方債の元金償還にかかる負担見込額 
⑤ 一般会計等が負担する退職手当支給予定額 
⑥ 設立した法人の負債の額等、その者のために債務を負担している場合の負

担見込額（公社、第３セクター等に係る損失補償額等及び制度融資等に係る
損失補償額） 

⑦ 連結実質赤字額 
⑧ 組合等の連結実質赤字額のうち、一般会計等の負担見込額 

資金不足比率 

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率資金不足額 

○(Ａ)／事業の規模 
※Ａ資金不足額の内容 
① 法適用企業 
(流動負債＋資金手当債等残高－流動資産)－解消可能資金不足額(※※) 

② 法非適用企業 
実質赤字額＋資金手当債等残高－解消可能資金不足額(※※) 

※※解消可能資金不足額 
事業の性質上、一定の期間、構造的に資金不足が発生する場合に、資金不
足額から控除する一定の額 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

この説明資料は、地方自治法第２３３条に基づく監査委員の

審査及び議会の認定前の決算に関して作成したものである。 

 

 


